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経常収支比率の対前年度比較
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1： 佐用町

2： 稲美町

3： たつの市

4： 姫路市

5： 市川町

6： 新温泉町

7： 加東市

8： 朝来市

9： 上郡町

10： 太子町

11： 小野市

11： 高砂市

13： 神河町

14： 香美町

15： 猪名川町

16： 赤穂市

17： 西脇市

18： 淡路市

18： 多可町

20：南あわじ市

21： 丹波市

22： 伊丹市

23： 加古川市

24： 豊岡市

25： 三木市

25： 播磨町

27： 宝塚市

28： 宍粟市

29： 福崎町

30： 明石市

31： 養父市

32： 洲本市

33： 三田市

33： 芦屋市

35： 加西市

35：丹波篠山市

37： 西宮市

38： 尼崎市

39： 神戸市

40： 川西市

41： 相生市

■前年度から比率が増加したのは40団体、比率が減少したのは１団体。
■最も増加したのは、市では洲本市（+9.7）、町では香美町（+8.6）。
■減少は、小野市（▲0.9）のみ

県平均（R3）91.1

全国平均（R3）88.1

県平均（R4）94.2

(％)

(99.2)
(95.7)
(99.0)
(97.4)
(97.3)
(92.2)
(93.9)
(96.9)
(94.2)
(92.6)
(90.2)
(94.2)
(88.4)
(91.4)
(95.4)
(92.1)
(94.7)
(94.9)
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(92.0)
(90.4)
(81.3)
(86.9)
(86.2)
(91.8)
(90.6)
(90.7)
(85.0)
(92.9)
(89.1)
(88.6)
(87.3)
(86.6)
(87.2)
(87.7)
(86.4)
(83.5)

太字がR4の数値
(★及びカッコ内数値はR2数値)
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経常収支比率　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費(経常的経費)に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源(経常一般財源)、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の合計額に占める割合。　この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。



実質公債費比率の対前年度比較
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▲ 5.0 0.0 5.0 10.0 15.0 20.0

1： 播磨町

2： 佐用町

3： 加古川市

4： 猪名川町

5： 姫路市

6： 明石市

7： 伊丹市

7： 西宮市

9： 宝塚市

10： 高砂市

10： 神戸市

12： 稲美町

13： 三田市

14： 三木市

15： 加東市

16： 丹波市

17： 宍粟市

18： 芦屋市

19： 小野市

20： 川西市

20： たつの市

22： 養父市

23： 尼崎市

24： 市川町

25： 加西市

26： 西脇市

26： 香美町

28： 赤穂市

29： 太子町

30： 新温泉町

31： 福崎町

32： 朝来市

33： 神河町

34： 多可町

35： 相生市

36：南あわじ市

37： 洲本市

38： 淡路市

39： 豊岡市

40： 上郡町

41：丹波篠山市

■前年度から比率が増加したのは25団体、比率が減少したのは13団体、３団体が増減なし。

■最も増加したのは、市では三木市、小野市（+1.1）、町では福崎町（+1.4）。

■最も減少したのは、市では相生市（▲1.4）、町では上郡町（▲1.1）。

県平均（R4）6.0

全国平均（R3）5.5

県平均（R3）5.8

太字がR4の数値

(％)
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実質公債費比率当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額（※）に対する比率。　借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標ともいえる。※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額。



将来負担比率の対前年度比較
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1： 佐用町

1： 加東市

1： 播磨町

1： 猪名川町

1： 伊丹市

1： 朝来市

1： 養父市

1： 三田市

1： 丹波市

1： 加古川市

1： たつの市

1： 稲美町

1： 加西市

1： 西宮市

1： 多可町

16： 小野市

17： 宝塚市

18： 西脇市

19： 姫路市

20： 尼崎市

21： 明石市

22： 三木市

23： 新温泉町

24： 太子町

25： 香美町

26： 神河町

27： 豊岡市

28： 洲本市

29： 相生市

30： 神戸市

31： 高砂市

32： 福崎町

33： 宍粟市

34： 芦屋市

35：南あわじ市

36： 淡路市

37： 市川町

38： 赤穂市

39： 川西市

40：丹波篠山市

41： 上郡町

■前年度から比率が増加したのは８団体、比率が減少したのは33団体。

■最も増加したのは、市では神戸市（+4.5）、町では福崎町（+2.6）。

■最も減少したのは、市では淡路市（▲26.7）、町では新温泉町（▲36.8）。

全国平均（R3）15.4

県平均（R3）30.7

太字がR4の数値

－（ ▲ 83.3 → ▲ 77.3 ）
－（ ▲ 86.4 → ▲ 90.0 ）

－（ ▲ 68.3 → ▲ 72.0 ）

県平均（R4）25.9

－（ ▲ 40.2 → ▲ 56.7 ）
－（ ▲ 55.3 → ▲ 56.9 ）

－（ ▲ 32.4 → ▲ 45.7）

－（ ▲ 27.7 → ▲ 47.9 ）

－（ ▲ 27.5→ ▲ 42.6 ）
－（ ▲ 27.2→ ▲ 41.0 ）

－（ ▲ 1.0 → ▲ 0.5 ）

－（ ▲ 15.6 → ▲ 22.5 ）
－（ ▲ 17.9 → ▲ 35.8 ）

－（ ▲ 117.2 → ▲ 128.5 ） -）4.5 
→ －

(％)

－（ 4.5→ ▲ 22.0 ）

－（ 4.7→ ▲ 0.6  ）
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将来負担比率　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額（※）に対する比率。　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標ともいえる。※ 標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額。



 
令和４年ラスパイレス指数の対前年比較
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94.0 96.0 98.0 100.0 102.0

香美町 (1495) 

豊岡市 (1222) 

上郡町 (1206) 

新温泉町 (1183) 

佐用町 (1161) 

養父市 (1102) 

市川町 (1083) 

三田市 (1083) 

朝来市 (1049) 

丹波市 (1024) 

川西市 (965) 

宍粟市 (821) 

赤穂市 (821) 

太子町 (795) 

神河町 (795) 

尼崎市 (770) 

淡路市 (706) 

播磨町 (683) 

丹波篠山市 (683) 

南あわじ市 (603) 

福崎町 (534) 

稲美町 (534) 

加東市 (477) 

多可町 (399) 

たつの市 (379) 

相生市 (357) 

伊丹市 (308) 

西脇市 (308) 

高砂市 (288) 

洲本市 (270) 

加西市 (245) 

宝塚市 (212) 

小野市 (182) 

神戸市 (156) 

猪名川町 (138) 

明石市 (138) 

加古川市 (125) 

三木市 (75) 

芦屋市 (61) 

姫路市 (44) 

西宮市 (38) 

■前年から指数が減少したのは19団体、増加したのは15団体
■100以上の団体は、前年比１団体減の９団体
■最も増加したのは猪名川町（＋1.0）
■最も減少したのは播磨町（▲1.2）

国家公務員＝100

太字がR4の数値
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97.5

県平均（R4）
99.1

全地方公共団体平均（R4 ）
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（増減なし）

（増減なし）
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ラスパイレス指数　加重指数の一種で、重要度を基準時点（又は場）に求めるラスパイレス式計算方法による指数。ここでは、地方公務員の給与水準を表すものとして、一般に用いられている国家公務員行政職（一）職員の俸給を基準とする地方公務員一般行政職職員の給与の水準を表している。


